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(83) 斎藤誠「｢自治体立法」の臨界論理」公法57号 (1995) 195頁は，誤っ
た公表に晒された者は，寺社権門によってされた「｢名字を籠める罪」
を課された者に比肩すべき位置に置かれることになる」とする。芝池・
前掲注(72)『行政法総論講義』220頁は,「公表は，その実効性を国民に
よる批判・非難に期待するという点で，適切な手段とはいい難い」とす
る。 曽和俊文「法執行システム論の変遷と行政法理論」公法65号
(2003) 224～225頁は,「私人に対するインパクトが時として度はずれに
大きくなること，相手方の対応によってその効果が異なることなどの問
題もあるので，その妥当性を改めて再検討すべきである｡」とする。畠
山・前掲注(49)374頁は,「……行政庁の安易で軽率な氏名公表によって
業者がとり返しのつかない信用失墜を被るなどの弊害にも結びつきやす
く，運用にあたって注意すべき点も多い」とする。広岡隆『行政法総論』
(ミネルヴァ書房，５版，2005）172頁は,「江戸市中引き回しのうえ磔
獄門〉という江戸時代の刑罰を連想させるもので，近代的な強制手段と
いえないから，一般化すべきものではなく，多くの国民に多大の迷惑を
かけている者についてのみ限定して用いられねばならない」とする。山
内・前掲注(13)72頁は,「世論は，感情に流されやすいから，不服従を
非難する世論は，いわゆる人民裁判に発展するおそれがある一方，相手
方に対しては，聴問等その言い分をきくための慎重な事前手続が保障さ
れていないから，この制度は，基本的人権にとってかなり危険な制度で
ある」とする。
(84) 伊藤英一「情報社会と忘却権 忘れることを忘れたネット上の記憶─」
法学研究84巻６号 (2011) 161頁以下参照。
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